
１ 　補正予算の内容

２ 　補正予算のポイント（一般会計）

B 事業費の確定により減額する事業（△558,423千円）

C その他の事業（24,825千円）

D 歳入のみの補正

３ 　補正項目と財源内訳（一般会計）

(1) 歳入歳出予算の補正 （単位：千円）

A

B

C

0 

△ 558,423 △ 148,429 △ 382,900 △ 27,094 

24,825 7,713 

1,500,000 

 Ａ 体育振興基金積立金（1,500,000千円）

  大和ミュージアムリニューアルに係る工事請負費等を減額する。

一般財源

　水道事業会計補助金に係る返還金等を計上した。

△ 9,982 

※　「D　歳入のみの補正」は，歳出予算を伴わない一般財源歳入の補正のため，項目として表記していない。

17,112 

　１２月補正予算は，体育振興基金への積み立てのほか，大和ミュージアムリニューアルの事業
費が確定したことに伴う減額などの事業を対象とする。

　企業版ふるさと納税制度を活用したスポーツ施設の整備への活用を希望する
寄附の申し出があったことに伴う体育振興基金への積み立てに要する経費を計上した。

　保育所管理事務費ほか４事業に要する経費を計上した。

その他の事業

 事業費の確定により減額する
事業

 体育振興基金積立金

国 市債 その他
項　　目 予算額

財源内訳

1,500,000 

966,402 △ 140,716 合　　計 △ 382,900 1,500,000 

令和６年１２月補正予算の概要 （一般会計・特別会計）



(2) 繰越明許費

(3) 債務負担行為の補正

追加

(4) 地方債の補正

 　観光施設整備事業について，事業費の補正に伴う限度額の変更

（単位：千円）
期　　間事　　項

 市有建築物の外壁全面打診等調査業務

 港町小学校建設事業（６年度分）

　　海事歴史科学館整備事業について，令和７年度に繰り越して使用するため，
繰越明許費を設定

限　度　額

令和7年度 160,741 

令和7～8年度 2,562,000 

４　補正項目の事業費と事業内容 （一般会計） ｙ

（単位：千円）

① 体育振興基金積立金

B　事業費の確定により減額する事業

① 海事歴史科学館整備事業

C　その他の事業

① 保育所管理事務費

② 児童扶養手当給付事業

 Ａ　体育振興基金積立金

9,000 3,000 6,000 

区分・事業名・事業内容 事業費
財源内訳

1,500,000 

 企業版ふるさと納税制度を活用した，スポーツ施設
の整備への活用を希望する寄附の申し出がされた
ことに伴う体育振興基金への積立金

1,500,000 0 1,500,000 0 

国 市債 その他 一般財源

0 0 1,500,000 0 

△ 558,423 △ 148,429 △ 382,900 △ 27,094 

△ 27,094 

 入札により事業費が確定したことに伴う工事請負
費等の減額

△ 558,423 △ 148,429 △ 382,900 0 

 制度拡充（所得制限限度額の引き上げ・多子加算
の拡充）に伴う扶助費の増額

11,307 

24,825 7,713 0 0 17,112 

11,307 
 令和５年度に概算で受け入れた子ども子育て支援
交付金（国・県支出金）の精算による償還金



（単位：千円）

③ 地域子育て支援拠点等整備事業

④

⑤ 水道事業補助金

（単位：千円）

 D　歳入のみの補正

① 子育て支援センター「くれくれ・ば」のレクレビルからの
退去がとりやめとなったことに伴う敷金返還金の減額

② 水道事業会計補助金に係る返還金

国 市債 その他 一般財源

31,908 0 0 0 △ 31,908 

△ 6,288 

△ 38,196 38,196 

6,288 0 

補正額
財源構成

内　　容

9,805 9,805  令和3年度から令和4年度に実施した天応義務教
育学校建設工事に係る国庫支出金の償還及び市
債の繰上償還

学校施設事務費
市債元金

区分・事業名・事業内容 事業費
財源内訳

国 市債 その他

 上下水道局がデジタル田園都市国家構想交付金
の交付決定を受けたことに伴う一般会計から水道
事業会計への補助金

合　　計 966,402 △ 140,716 △ 382,900 1,500,000 △ 9,982 

4,713 4,713 0 

△ 10,000 △ 10,000  子育て支援センター「くれくれ・ば」のレクレビルから
の退去がとりやめとなったことに伴う仮移転経費等
の減額

一般財源



５

現計予算額 補正額 累計額

市税 29,516,642 29,516,642

地方譲与税 570,044 570,044

利子割交付金 13,817 13,817

配当割交付金 181,529 181,529

株式等譲渡所得割交付金 189,268 189,268

法人事業税交付金 511,372 511,372

地方消費税交付金 5,541,565 5,541,565

ゴルフ場利用税交付金 24,336 24,336

環境性能割交付金 79,190 79,190

国有提供施設等所在市町村助成交付金 133,325 133,325

地方特例交付金 1,041,021 1,041,021

地方交付税 22,700,000 22,700,000

交通安全対策特別交付金 22,000 22,000

分担金及び負担金 361,931 361,931

使用料及び手数料 2,186,856 2,186,856

国庫支出金 19,289,456 △ 140,716 19,148,740

県支出金 7,091,433 7,091,433

財産収入 983,609 983,609

寄附金 755,544 1,500,000 2,255,544

繰入金 2,456,823 2,456,823

繰越金 1,750,032 △ 41,890 1,708,142

諸収入 5,410,315 31,908 5,442,223

市債 13,560,000 △ 382,900 13,177,100

歳入合計 114,370,108 966,402 115,336,510

議会費 595,527 595,527

総務費 11,212,598 11,212,598

民生費 42,398,899 10,307 42,409,206

衛生費 8,146,720 8,146,720

労働費 599,589 599,589

農林水産業費 2,168,863 2,168,863

商工費 10,594,189 △ 558,423 10,035,766

土木費 10,611,855 10,611,855

消防費 4,276,292 4,276,292

教育費 9,668,097 1,505,205 11,173,302

災害復旧費 88,686 88,686

公債費 11,325,494 4,600 11,330,094

諸支出金 2,583,299 4,713 2,588,012

予備費 100,000 100,000

歳出合計 114,370,108 966,402 115,336,510

　款別内訳表（一般会計）
（単位：千円）

区　　　　　分

歳
　
　
　
　
　
入

歳
　
　
　
　
　
出


